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（１）国立大学法人等を取りまく最近の状況 
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平成２２年度国立大学法人等施設整備費予算（案）の概要

22年度予算案 50,330百万円（前年度予算額 44,134百万円）
（文教施設費46,288百万円、不動産購入費4,042百万円）

〔他に、財政融資資金 38,792百万円（前年度予算額 37,683百万円 〕）

■要旨

、 、 、国立大学法人等の施設は 世界一流の優れた人材の養成 創造的・先端的な研究開発

高度先進医療の推進等に不可欠な基盤であることから、大学等の教育力・研究力を強化

し、かつ、医療の専門化・高度化への対応をするため 「第２次国立大学等施設緊急整、

備５か年計画」に基づき、国立大学法人等施設の重点的・計画的整備を支援する。

■概要

「第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画」の最終年度として整備目標の達成を目

指しつつ真に緊急性が高く最優先に実施すべき以下の施策を重点的に実施する。

・安心・安全な教育研究環境を確保するため、最重要課題として施設の耐震化等の老

朽再生整備

・先端医療の先駆的役割、地域における中核的医療機関としての機能などを果たすた

め、大学附属病院の再開発整備

■新規採択予定事業

・耐震対策事業 ５６事業

・大学附属病院の再生 ３０事業

■継続事業

・国庫債務負担行為の後年度歳出化分 ２９事業

（うち大学附属病院の再生 １７事業）

・ＰＦＩ事業 ２４事業

※ 文部科学省ホームページにおいて、平成22年度予算案における国立大学法人施設整備の実施予定事業

一覧を公表しています。
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平成２２年１月２１日

国立大学法人の在り方に係る検証等について

国立大学法人の在り方に係る検証等に着手するにあたって、以下のとおり、大学関係

者、教職員をはじめ幅広く意見把握等を行うこととしましたので発表します。

１．趣旨

国立大学の法人化以降約６年が経過し、来年度から第２期中期目標期間を迎える。

文部科学省では、各国立大学法人が社会・地域の期待に応えつつ、継続的・安定的に

教育研究を実施し、充実した学生支援を行っていくため、法人化後の教育研究活動、学

内の人的・物的・財政的資源の配分、大学附属病院、大学附置研究所・研究センター等

の現状分析を行い、国立大学法人化の検証を進める。

２．検証の進め方

有識者、全国立大学法人や国民からの意見聴取を通じて、必要な検証項目の検討を行

うとともに、国立大学法人評価委員会にワーキンググループを設置し、国立大学法人化

の成果と今後の課題を検証する。

（次頁あり）

＜担当＞
高等教育局国立大学法人支援課

課 長 永山 賀久（内線3383）
視学官 水田 功 （内線2046）
補 佐 圓入 由美（内線3752）
専門官 北野 允 （内線3753）

03－6734－3760（直通）

3



３．検証の方法

○国民からの意見聴取

、 。（ ）・副大臣 政務官宛に国民から意見募集 電子メールアドレス：kokuritu@mext.go.jp

○有識者からの意見聴取

・鈴木副大臣の下で有識者等から以下の項目等について意見聴取。

①国立大学法人制度全体の現状と課題

②法人化後の教育・学生支援の現状と課題

③法人化後の研究の現状と課題（附置研究所、共同利用機関含む）

④法人化後の国立大学法人の運営及び運営に携わるスタッフの現状と課題

⑤法人化後の大学附属病院の現状と課題

○全国立大学法人からの意見聴取

・必要な検証項目について、全大学から法人化後の状況を聴取。

○国立大学法人評価委員会における検証作業

・国立大学法人化の検証に関するワーキング・グループを設置 （1月20日に設置済）。

４．国立大学法人の運営の在り方に関する見直しの基本的な考え方のとりまとめ

・上述の検証結果を基に文部科学省において検討し、とりまとめて公表。

５．主な検証項目（例）

（１）ガバナンスに関する事項

・組織・運営に関する事項

・教職員に関する事項

・内部監査機能に関する事項

（２）資源配分に関する事項

・学内の資源配分に関する事項

・自己資金調達に関する事項 等
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第２期基本計画（２４兆円）、第３期基本計画（２５兆円）の研究開発投資の目標設定の考え方（最終年度に対ＧＤＰ比１％達成）やこれまでの投資実績に加えて、諸外国と比較して我が国の政府研究開発投資が低い現状、さらに近年、

米国をはじめ諸外国の科学技術関連投資が大幅な拡充傾向にあること等を総合的に勘案して、政府研究開発投資の一層の拡充を図るべく、「政府研究開発投資の対ＧＤＰ比１％の確保」を基本として、投資総額を明示。

第２期基本計画（２４兆円）、第３期基本計画（２５兆円）の研究開発投資の目標設定の考え方（最終年度に対ＧＤＰ比１％達成）やこれまでの投資実績に加えて、諸外国と比較して我が国の政府研究開発投資が低い現状、さらに近年、

米国をはじめ諸外国の科学技術関連投資が大幅な拡充傾向にあること等を総合的に勘案して、政府研究開発投資の一層の拡充を図るべく、「政府研究開発投資の対ＧＤＰ比１％の確保」を基本として、投資総額を明示。

１．社会・国民と科学技術イノベーションとの連携強化
・
 
国民が参画して議論を行う場の形成（「重要政策課題（仮称）」や、科学技術

イノベーション政策に関する国民の意見の把握等）

・
 
科学技術の成果等について大学等や公的研究機関、博物館・科学館等と国

民との間で双方向の対話を行う「科学技術コミュニケーション活動」等の推進

・
 
科学技術が及ぼす倫理的・法的・社会的課題への対応

２．科学技術イノベーション政策に関する企画立案・推進機能の強化
・
 
科学技術イノベーション政策を統括する機能の強化

・
 
研究開発戦略策定及び総合調整機能の強化

・
 
科学技術イノベーション政策に関わる調査・分析機能の強化

・
 
計画等の評価及び見直し等の実施

３．科学技術イノベーション政策の実効性の確保
・
 
科学技術政策に関する個別の推進戦略等における目標、実施主体等の可能

な限りの明確化

・
 
政策等を科学的な観点から評価・検証する取組の推進

・
 
イノベーションを阻む隘路の解消（医療分野等の規制に関する科学的な審査

指針・基準の策定に向けた取組（レギュラトリーサイエンス）の推進等）

・
 
社会・国民と科学技術イノベーションをつなぐ人材の養成・確保（マネジメント

人材、研究開発機関と出口側との橋渡し人材、科学技術コミュニケーター等）

・
 
学協会の活動の促進

１．社会・国民と科学技術イノベーションとの連携強化
・
 
国民が参画して議論を行う場の形成（「重要政策課題（仮称）」や、科学技術

イノベーション政策に関する国民の意見の把握等）

・
 
科学技術の成果等について大学等や公的研究機関、博物館・科学館等と国

民との間で双方向の対話を行う「科学技術コミュニケーション活動」等の推進

・
 
科学技術が及ぼす倫理的・法的・社会的課題への対応

２．科学技術イノベーション政策に関する企画立案・推進機能の強化
・
 
科学技術イノベーション政策を統括する機能の強化

・
 
研究開発戦略策定及び総合調整機能の強化

・
 
科学技術イノベーション政策に関わる調査・分析機能の強化

・
 
計画等の評価及び見直し等の実施

３．科学技術イノベーション政策の実効性の確保
・
 
科学技術政策に関する個別の推進戦略等における目標、実施主体等の可能

な限りの明確化

・
 
政策等を科学的な観点から評価・検証する取組の推進

・
 
イノベーションを阻む隘路の解消（医療分野等の規制に関する科学的な審査

指針・基準の策定に向けた取組（レギュラトリーサイエンス）の推進等）

・
 
社会・国民と科学技術イノベーションをつなぐ人材の養成・確保（マネジメント

人材、研究開発機関と出口側との橋渡し人材、科学技術コミュニケーター等）

・
 
学協会の活動の促進

１．重要政策課題に対応した研究開発の推進

・
 
重点推進４分野等の「分野での重点化」から、「目指すべき国の姿」の実現に向け、

地球温暖化対策等の「課題（重要政策課題（仮称））対応での重点化」への転換

・
 
産学官協働で「重要政策課題（仮称）」毎の戦略策定及び府省横断的な研究開発

の全体マネジメントを行う体制整備（イノベーション共創プラットフォーム（仮称）等）

・
 
５年程度の間にも、新たな世界市場の獲得等を目指す「科学技術イノベーション

統合プログラム（仮称）」及び長期的視点から国自ら継続的に取り組むべき「国家

戦略基幹技術プロジェクト（仮称）」の創設

２．科学技術イノベーションの国際活動の推進

・
 
先進国、新興国及び途上国との多層的な科学技術外交の推進（アジア・リサーチ・

エリア構想（仮称）、ＯＤＡを活用した共同研究等）

・
 
頭脳循環（ブレインサーキュレーション）の促進（海外派遣・招聘）

３．政策課題への対応等に向けた研究開発システムの改革
・
 
「競争」と「協調」による新たな産学官の研究開発体制の構築

・
 
大学等や企業等が保有する特許等を研究に限り無償開放する仕組みの構築

・
 
地域の特色を活かしたイノベーションシステムの構築

・
 
研究成果の社会実装の促進（政府調達、研究開発機関と出口側機関の連携等）

４．世界的な研究開発機関の形成及び先端研究基盤の整備
・
 
新たな研究開発法人制度の検討、世界トップレベルの研究開発拠点の形成

・
 
先端研究施設・設備、知的基盤等の整備及び利用促進

１．重要政策課題に対応した研究開発の推進

・
 
重点推進４分野等の「分野での重点化」から、「目指すべき国の姿」の実現に向け、

地球温暖化対策等の「課題（重要政策課題（仮称））対応での重点化」への転換

・
 
産学官協働で「重要政策課題（仮称）」毎の戦略策定及び府省横断的な研究開発

の全体マネジメントを行う体制整備（イノベーション共創プラットフォーム（仮称）等）

・
 
５年程度の間にも、新たな世界市場の獲得等を目指す「科学技術イノベーション

統合プログラム（仮称）」及び長期的視点から国自ら継続的に取り組むべき「国家

戦略基幹技術プロジェクト（仮称）」の創設

２．科学技術イノベーションの国際活動の推進

・
 
先進国、新興国及び途上国との多層的な科学技術外交の推進（アジア・リサーチ・

エリア構想（仮称）、ＯＤＡを活用した共同研究等）

・
 
頭脳循環（ブレインサーキュレーション）の促進（海外派遣・招聘）

３．政策課題への対応等に向けた研究開発システムの改革
・
 
「競争」と「協調」による新たな産学官の研究開発体制の構築

・
 
大学等や企業等が保有する特許等を研究に限り無償開放する仕組みの構築

・
 
地域の特色を活かしたイノベーションシステムの構築

・
 
研究成果の社会実装の促進（政府調達、研究開発機関と出口側機関の連携等）

４．世界的な研究開発機関の形成及び先端研究基盤の整備
・
 
新たな研究開発法人制度の検討、世界トップレベルの研究開発拠点の形成

・
 
先端研究施設・設備、知的基盤等の整備及び利用促進

１．基礎科学力の強化に向けた研究の推進
・
 
大学等の基盤的経費（運営費交付金、施設整備費補助金及び私学助成）

の拡充

・
 
科学研究費補助金の拡充

・
 
シーズを出口まで結びつける研究資金制度の整備、接続強化

２．知識基盤社会をリードする創造的人材の育成
・
 
大学院における教育研究の質の向上

・
 
大学院学生等への経済支援の充実、キャリアパスの多様化

・
 
若手研究者のポストの確保、テニュアトラック制の普及・定着

・
 
女性研究者や海外からの研究者等の登用・活躍促進

・
 
初等中等教育段階から児童生徒の才能を見出し伸ばす一貫した取組の推進

３．創造的な研究の発展に向けた研究開発システムの改革
・
 
競争的資金制度間の連続性確保、マネジメント体制の整備

・
 
研究資金の弾力的な管理・運用の推進（予算の複数年度化等）

・
 
ハイリスク研究や新領域研究の積極的な評価・支援

・
 
公正・透明かつ効率性の高い評価体制の充実・強化

４．大学等の教育研究力の強化
・
 
大学等の教育研究の質の向上

・
 
研究活動を推進するための環境整備（知財専門職の確保等）

・
 
大学等の施設・設備、研究情報基盤の整備

１．基礎科学力の強化に向けた研究の推進
・
 
大学等の基盤的経費（運営費交付金、施設整備費補助金及び私学助成）

の拡充

・
 
科学研究費補助金の拡充

・
 
シーズを出口まで結びつける研究資金制度の整備、接続強化

２．知識基盤社会をリードする創造的人材の育成
・
 
大学院における教育研究の質の向上

・
 
大学院学生等への経済支援の充実、キャリアパスの多様化

・
 
若手研究者のポストの確保、テニュアトラック制の普及・定着

・
 
女性研究者や海外からの研究者等の登用・活躍促進

・
 
初等中等教育段階から児童生徒の才能を見出し伸ばす一貫した取組の推進

３．創造的な研究の発展に向けた研究開発システムの改革
・
 
競争的資金制度間の連続性確保、マネジメント体制の整備

・
 
研究資金の弾力的な管理・運用の推進（予算の複数年度化等）

・
 
ハイリスク研究や新領域研究の積極的な評価・支援

・
 
公正・透明かつ効率性の高い評価体制の充実・強化

４．大学等の教育研究力の強化
・
 
大学等の教育研究の質の向上

・
 
研究活動を推進するための環境整備（知財専門職の確保等）

・
 
大学等の施設・設備、研究情報基盤の整備

科学技術振興により、これまでも人々の長寿やＧＤＰ向上等に大きく寄与

している。今後もそうあり続けるためには、継続的な投資と人材の育成が

特に重要である。
・
 
第３期基本計画期間も画期的な研究成果を創出（ｉＰＳ細胞、宇宙探査・観測等）

・
 
政府研究開発投資は増加傾向にあるが、近年、伸び悩み傾向

・
 
大学等の若手ポスト減少、施設・設備整備、オープンイノベーション対応

 
等

科学技術振興により、これまでも人々の長寿やＧＤＰ向上等に大きく寄与

している。今後もそうあり続けるためには、継続的な投資と人材の育成が

特に重要である。
・
 
第３期基本計画期間も画期的な研究成果を創出（ｉＰＳ細胞、宇宙探査・観測等）

・
 
政府研究開発投資は増加傾向にあるが、近年、伸び悩み傾向

・
 
大学等の若手ポスト減少、施設・設備整備、オープンイノベーション対応

 
等

今後の科学技術政策は、以下の３つを基本的方針とする。
①

 
科学技術政策から「科学技術イノベーション政策」へと転換する

「科学技術イノベーション（※）政策」は、以下の２つの観点を両輪として推進。
ⅰ）科学技術による創造的・先端的な研究成果を創出し、それらを新たな価値

の創造に結びつける
ⅱ）予め達成すべき課題を設定し、それらを実現するため、関連する科学技術
を総合的に推進する

②
 
科学技術イノベーション政策を「社会とともに創り、実現」する

社会との関わりを深め、人文科学や社会科学も含めた総合的な政策の推進
③

 
科学技術イノベーション政策において「人と、人を支える組織の役割」

を一層重視する

今後の科学技術政策は、以下の３つを基本的方針とする。
①

 
科学技術政策から「科学技術イノベーション政策」へと転換する

「科学技術イノベーション（※）政策」は、以下の２つの観点を両輪として推進。
ⅰ）科学技術による創造的・先端的な研究成果を創出し、それらを新たな価値

の創造に結びつける
ⅱ）予め達成すべき課題を設定し、それらを実現するため、関連する科学技術
を総合的に推進する

②
 
科学技術イノベーション政策を「社会とともに創り、実現」する

社会との関わりを深め、人文科学や社会科学も含めた総合的な政策の推進
③

 
科学技術イノベーション政策において「人と、人を支える組織の役割」

を一層重視する

左記の基本姿勢を踏まえ、科学技術政策によって我が国が中長期的に目

指すべき国の姿を以下に設定する。

①
 
安心・安全で、質の高い社会及び国民生活を実現する国

②
 
様々な「制約」の中でも、国際的優位性を保持しつつ、持続的な成長・

発展を遂げる国

③
 
世界各国と協調・協力し、地球規模問題の解決を先導する国

④
 
多様性があり、世界最先端の「知」の資産を創出し続ける国

⑤
 
科学技術を文化や文明の礎として育む国

左記の基本姿勢を踏まえ、科学技術政策によって我が国が中長期的に目

指すべき国の姿を以下に設定する。

①
 
安心・安全で、質の高い社会及び国民生活を実現する国

②
 
様々な「制約」の中でも、国際的優位性を保持しつつ、持続的な成長・

発展を遂げる国

③
 
世界各国と協調・協力し、地球規模問題の解決を先導する国

④
 
多様性があり、世界最先端の「知」の資産を創出し続ける国

⑤
 
科学技術を文化や文明の礎として育む国

科学技術政策については、科学技術振興のみの政策ではなく、「社会・

公共」のための政策の一つである。そのことを改めて明確にする。

その上で、科学技術政策は、例えば、以下のような国の政策全体の基

本的方針と軌を一にして推進する。

ⅰ）国民の誰もが安心した生活を送り、社会参画できるようにすることを

目指す

ⅱ）雇用確保等を前提に、持続的・安定的な経済成長の実現を目指す

ⅲ）人類生存の危機に対処し、また世界各国との多面的な協力を目指す

科学技術政策については、科学技術振興のみの政策ではなく、「社会・

公共」のための政策の一つである。そのことを改めて明確にする。

その上で、科学技術政策は、例えば、以下のような国の政策全体の基

本的方針と軌を一にして推進する。

ⅰ）国民の誰もが安心した生活を送り、社会参画できるようにすることを

目指す

ⅱ）雇用確保等を前提に、持続的・安定的な経済成長の実現を目指す

ⅲ）人類生存の危機に対処し、また世界各国との多面的な協力を目指す

我が国及び世界を取り巻く諸情勢は、近年大きく変化しており、それに対

応できる政府による舵取りが各国においてますます重要になっている。
・

 
地球温暖化の進展、世界各地で発生する自然災害、感染症等の多発

・
 
世界規模での資源・エネルギー、食糧・水等の需要逼迫

・
 
国内で急速に進む少子高齢化・人口減少、国民一人当たりのＧＤＰの低下

・
 
地球規模課題解決への貢献等に対する期待の高まり

 
等

我が国及び世界を取り巻く諸情勢は、近年大きく変化しており、それに対

応できる政府による舵取りが各国においてますます重要になっている。
・

 
地球温暖化の進展、世界各地で発生する自然災害、感染症等の多発

・
 
世界規模での資源・エネルギー、食糧・水等の需要逼迫

・
 
国内で急速に進む少子高齢化・人口減少、国民一人当たりのＧＤＰの低下

・
 
地球規模課題解決への貢献等に対する期待の高まり

 
等

「我が国の中長期を展望した科学技術の総合戦略に向けて」（中間報告）概要

科学技術を取り巻く諸情勢の変化科学技術を取り巻く諸情勢の変化 これまでの成果及び課題これまでの成果及び課題

我が国の科学技術政策に求められる基本姿勢我が国の科学技術政策に求められる基本姿勢 科学技術政策により中長期的に目指すべき国の姿科学技術政策により中長期的に目指すべき国の姿 今後の科学技術政策における基本的方針今後の科学技術政策における基本的方針

基礎科学力を大幅に強化する基礎科学力を大幅に強化する 重要な政策課題に優先的に対応する重要な政策課題に優先的に対応する 社会と科学技術イノベーションとの関係を深化させる社会と科学技術イノベーションとの関係を深化させる

政府研究開発投資を拡充する政府研究開発投資を拡充する

（※）科学的な発見や発明等による新たな知識を基にした知的・文化的価値の創造と、それらの知識を発展させて
新たな経済的価値や社会的・公共的価値の創造に結びつけること

近年、諸外国は、科学技術に関する取組を重点的・積極的に推進。日本が

さらに引き離されるリスクが極めて大きい。
・
 
米国は、「米国再生投資法」等に基づき研究開発投資を拡大（ハイリスク研究、医療

エネルギー等に重点）、「米国イノベーション戦略」でＧＤＰ比３％の目標を提示
・

 
ＥＵは、ＦＰ７に基づき研究開発プログラム予算を大幅に拡充（ＧＤＰ比３％を目標）

・
 
中国は、「国家中長期科学技術発展計画」で投資目標を設定

 
等

近年、諸外国は、科学技術に関する取組を重点的・積極的に推進。日本が

さらに引き離されるリスクが極めて大きい。
・
 
米国は、「米国再生投資法」等に基づき研究開発投資を拡大（ハイリスク研究、医療

エネルギー等に重点）、「米国イノベーション戦略」でＧＤＰ比３％の目標を提示
・

 
ＥＵは、ＦＰ７に基づき研究開発プログラム予算を大幅に拡充（ＧＤＰ比３％を目標）

・
 
中国は、「国家中長期科学技術発展計画」で投資目標を設定

 
等

諸外国の科学技術政策動向諸外国の科学技術政策動向

科学技術は人類生存の鍵を握る。科学は永遠の文化的価値を持ち、それに基づく技術は文明社会の礎である。限られた地球資源の中で、持続的な社会に資するイノベーションこそが国力の源泉となる。科学技術は人類生存の鍵を握る。科学は永遠の文化的価値を持ち、それに基づく技術は文明社会の礎である。限られた地球資源の中で、持続的な社会に資するイノベーションこそが国力の源泉となる。

5



- 1 -

我が国の中長期を展望した科学技術の総合戦略に向けて（中間報告）

～ポスト第３期科学技術基本計画における重要政策～【抜粋版】

（平成２１年１２月２５日 科学技術・学術審議会 基本計画特別委員会）

Ⅱ．基礎科学力の強化

１．基礎科学力の強化に向けた研究の推進

研究者の自由な発想に基づく研究は、我が国の将来にわたる持続的な成長・発展や、

人類の存続に係る諸課題の解決を図る上で不可欠な「基礎科学力」を支える極めて重要

なものであり、一層重視した上で広範かつ持続的に推進していくことが必要である。

その一方で、近年、これらの研究の中心である大学等（大学及び大学共同利用機関を

いう ）の基盤的経費が減少傾向にあること、(中略）一層の充実・強化に向けた取組。

を着実に進めていくことが不可欠である。

＜推進方策＞

ⅰ）研究資金の一層の拡充

・ 国は、研究者の自由な発想に基づく研究を支える基盤的経費である国立大学法人運

営費交付金及び施設整備費補助金、私学助成を拡充する。

４．大学等の教育研究力の強化

我が国が、今後とも知識基盤社会として持続的な成長・発展を遂げていくためには、

世界に先駆けて独創的・先進的な研究成果を創出するための研究を着実に推進するとと

もに、これらの研究開発活動等を担い、我が国の成長の源泉たる優れた人材を継続的に

育成・確保していくことが重要である （中略）大学等における教育研究を支える基盤。

的経費が減少傾向にあり、その経営環境が厳しい状況に置かれている中、大学等の教育

研究の質の向上を図っていくためには、国として大学等に対する安定的な財政措置を行

うとともに、併せて教育研究の充実・強化に向けた取組を幅広い観点から進めていくこ

とが必要である。

世界で活躍する研究者等の育成や国内外の優秀な研究者等の確保等にもつなげていく

観点から、大学等の施設・設備等を充実するとともに、その一層の利用促進を図ってい

くことが必要である。

（１）大学等の教育研究の質向上

＜推進方策＞

ⅰ）大学の教育研究の充実・強化

・ 国は、大学における教育研究の多様性と持続性を確保する観点から、大学の教育研

究活動に係る基盤的経費である国立大学法人運営費交付金及び施設整備費補助金、私

学助成を拡充する。

・ 大学は、自らのマネジメント力の向上に努め、外部資金等を柔軟に活用して、教育

研究施設・設備の充実、教育研究活動に係る推進体制の整備、公的研究費等の管理・

監査のための事務局体制の強化等を推進することが期待される。
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（３）大学等の施設・設備整備及び共同利用・共同研究の推進

（ 、 。）国立大学法人等 国立大学法人 大学共同利用機関法人及び国立高等専門学校をいう

においては、これまでの第１次及び第２次国立大学等施設緊急整備５か年計画や、国立

大学法人等の自助努力により、耐震化等の老朽再生や狭隘解消、病院再生整備等の取組

が着実に進捗してきたところである。

今後も安心・安全な教育研究環境の確保が求められる一方で、既存施設の老朽化等の

更なる進展、新たな政策的課題や社会的要請への対応等の課題が顕在化してきている。

このため、国立大学法人等が、高度化・多様化する教育研究活動の発展、国際競争力や

産学連携の強化、さらに地域貢献や国際化の推進等に適切に対応していくためには、若

手研究者や海外からの研究者、留学生にとっても魅力ある教育研究環境の形成を目指す

という視点も踏まえつつ、多様な機能を備えた施設の整備を進めていくことが必要であ

る。

国立大学法人等においては、これまで多様な研究分野や産業等への波及効果を生むと

ともに、国民に夢や希望を与える大型のプロジェクトをはじめ、先端的・独創的な研究

を推進するための研究施設・設備等の整備を進めてきた。

しかしながら、研究開発の大規模化・複雑化に伴い、施設等の大型化・高度化が進む

一方で、運営費交付金や施設整備費補助金の減少等により、研究施設・設備の計画的な

整備・更新や維持・管理に必要な経費の確保が困難になりつつあることから、長期的視

点に立った安定的・継続的な財政支援を行っていくことが不可欠である。

＜推進方策＞

ⅰ）大学等の施設・設備整備の推進

・ 国は、現在の大学を取り巻く課題やグローバル化、温室効果ガス削減の取組等の社

会的要請も踏まえつつ、計画的な施設の整備を進めるため、今後、重点的に整備すべ

き施設等を盛り込んだ国立大学法人等全体の施設整備の計画を策定するとともに、安

定的・継続的な財政措置を行う。

・ 国立大学法人等は、長期的視野に立ったキャンパス全体の整備計画を策定するとと

もに、施設の有効活用等の経営的な視点に立った施設マネジメントを一層推進し、施

設マネジメント等に関するＰＤＣＡ（Ｐｌａｎ，Ｄｏ，Ｃｈｅｃｋ，Ａｃｔｉｏｎ）

サイクルを確立し、継続的な取組を進めることが求められる。

・ 国立大学法人等は、寄附や自己収入、長期借入金、ＰＦＩ（民間資金等活用事業）

、 。 、 、の活用など 多様な財源を活用した施設整備を進めることが期待される また 国は

税制上の優遇措置も含め、これを支援するための取組を進める。
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総合科学技術会議 

基本政策専門調査会(第 5 回) 

平成 22 年 2 月 23 日 配布資料 

 

 

第４期科学技術基本計画骨子（素案） 

 

 

  

Ⅰ．基本計画について  

１．これまでの基本計画と残された課題  

２．次期基本計画に向けて  

Ⅱ．我が国の基礎体力強化  

１．基本方針  

２．基礎研究の抜本的強化  

３．科学・技術を担う人財の強化  

４．世界の活力と一体化する国際展開  

Ⅲ．成長を牽引する課題解決型イノベーション  

１．基本方針  

２．グリーン・イノベーションで環境・エネルギー大国を目指す  

３．ライフ・イノベーションで健康大国を目指す  

Ⅳ．日本の強みを活かすイノベーションの推進  

１．基本方針  

２．革新的な基盤技術の統合的展開  

３．国家基幹・安全保障技術の推進  

Ⅴ．科学・技術・イノベーション促進のためのシステム改革  

１．基本方針  

２．新たな仕組みによるイノベーションの効率的創出・展開  

３．研究開発システムの改革とＰＤＣＡサイクル  

４．科学・技術コミュニケーションと次世代人財の育成  

５．研究開発投資の強化 
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《施設関連部分のみ抜粋》 

 

 

Ⅱ．我が国の基礎体力強化  

 

１．基本方針  

我が国の基礎体力を強化するため、基礎研究の強化及び人財の強化を図るとと

もに、世界の活力と一体化するための国際展開を推進する。  

日本の基礎研究は、若手研究者が世界のトップに躍り出るなど、近年大きく進

展している。この流れを強化して、国際的に芽の出た研究を更に高めるとともに、

今後も新たな芽を持続的に生み出す仕組みを創り、基礎研究を抜本的に強化する。

人財の強化に向けては、多様な人財を育成し、独創性と資質の発揮を促進する。

また、世界に開かれた研究教育拠点の形成やアジアとの連携強化、科学・技術

外交の新次元の開拓により国際展開を推進する。  

 

２．基礎研究の抜本的強化 

（１）独創性・多様性に立脚した基礎研究の強化 

 

（２）トップレベルの基礎研究の強化 

 

（３）研究開発インフラの強化  

 

± 施設・設備、知的基盤、情報基盤の最適な整備  

 

± 大型研究施設・設備の国内及び国際協調による整備・利用  
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新成長戦略（基本方針）（平成 21 年 12 月 30 日閣議決定）【抜粋版】 

 

２．６つの成長分野の基本方針と目標とする成果 

強みを活かす成長分野 

（１）グリーン・イノベーションによる環境・エネルギー大国戦略  

（快適性・生活の質の向上によるライフスタイルの変革） 

エコ住 宅 の普 及 、 再 生 可 能 エネルギーの利 用 拡 大 や、ヒートポンプの普 及 拡 大 、LEDや

有機ELなどの次世代 照 明の 100%化の実現 などにより、住 宅・オフィス等のゼロエミッション

化を推進する。 

（老朽化した建築物の建替え・改修の促進等による「緑の都市」化） 

老朽化し、温室効果ガスの排出や安全性の面で問題を抱えるオフィスビル等の再開発・建

替えや改修を促進 するため、必要な規制緩和措置や支援策を講じる。 

 

（２） ライフ・イノベーションによる健康大国戦略  

（不安の解消、生涯を楽しむための医療・介護サービスの基盤強化） 

医療機関の機能分化と高度・専門的医療の集約化 、（中略）…を加速させ、質の高い医療

・介護サービスを安定的に提供できる体制を整備する。 

 

（４）観光立国・地域活性化戦略  

（社会資本ストックの戦略的維持管理等） 

高度経済成長期に集中投資した社会資本ストックが今後急速に老朽化 することを踏まえ、

維持修繕、更新投資等の戦略的な維持管理 を進め、国民の安全・安心の確保の観点から

リスク管理を徹底することが必要である。 （中略）…厳しい財政事情の中で、 維持管理のみ

ならず新設も効果的・効率的に進めるため、PFI、PPPの積極的な活用を図る。 

（住宅・建築物の耐震改修の促進） 

住宅 等の 耐 震化を徹底 することにより、2020 年までに耐 震 性が不 十 分 な住宅 の割 合を

5%に下げ、安全・安心な住宅ストックの形成を図る。 

 

成長を支えるプラットフォーム 

（５）科学・技術立国戦略  

（研究環境・イノベーション創出条件の整備、推進体制の強化） 

大 学 ・公 的 研 究 機 関 改 革 を加 速 して、若 者 が希 望 を持 って科 学 の道 を選 べるように、 自

立 的 研 究 環 境 と多 様 なキャリアパスを整 備 し、また、研 究 資 金 、研 究 支 援 体 制 、生 活 条 件

などを含め、世界中から優れた研究者を惹きつける魅力的な環境を用意 する。 

 

（６）雇用・人材戦略  

（質の高い教育による厚い人材層） 

高等教育においては、 （中略）…大学の質の保証や国際化、大学院教育の充実・強化、

…など、 （中略）… 高 等教育 の充 実のための取組を進め、未 来に挑 戦する心を持って国 際

的に活躍できる人材を育成 する。 
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（２）戦略的整備関係資料 
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大学等を取り巻く政策的課題や社会的要請への対応大学等を取り巻く政策的課題や社会的要請への対応

○世界の様々な状況が大きく変わる中、国立大学法人等を取り巻く状況も変化し、新たな課題が生じているとともに、社会的に
大きな役割が求められている。

現状及び課題

（国家的政策課題や社会的要請への機動的な対応）
国立大学法人等を取り巻く状況は絶え間なく変化しており、各法人はそれぞれの個性化や多様化を進めつつも、様々な国家的な
政策課題や社会的な要請への対応についても考慮していくことが求められる。
このため、今後、国立大学法人等施設の整備に当たっては、各法人における国家的な政策課題や社会的な要請への機動的
な対応を促進する観点から、国において、政策的な課題等を推進するための具体的な仕組みを検討していくことが必要
である。

中間まとめ（平成２１年８月）における指摘

（政策的課題や社会的要請の例）

・高等教育のグローバル化（留学生、外国人研究者等の増加等への対応）

・世界をリードし将来の技術革新を生む基礎科学力の強化

・グリーンイノベーション、ライフイノベーションなど戦略分野に対応した人材育成や技術開発

・高度な専門職業人、実践的・創造的技術者等の養成

・深刻な医師不足や周産期医療への対応など質の高い医療サービスの提供

・地球温暖化対策をはじめとする地球環境問題の解決（温室効果ガスの削減）

・社会貢献の推進（地域活性化の推進、産学官連携の推進） など

【 多様化・ 機能別分化の例】 ※「 我が国の高等教育の将来像」 中央教育審議会答申（ 平成１ ７ 年１ 月）

①世界的研究・ 教育拠点 ②高度専門職業人養成 ③幅広い職業人養成 ④総合的教養教育
⑤特定の専門的分野（ 芸術、 体育等） の教育・ 研究 ⑥地域の生涯学習機会の拠点

⑦社会貢献機能（ 地域貢献、 産学官連携、 国際交流等）

大学本来の教育研究活動の推進と 各大学の自主的な判断による多様化・ 機能別分化

大学を抜本的に強化すべく 、 自主的な取組を促す戦略的支援が必要

教育基本法改正

大学本来の教育研究活動の質の向上を明確に位置づけ大学本来の教育研究活動の質の向上を明確に位置づけ
○幅広い教養の厚みに裏打ちさ れた知性あふれる専門家の育成
○独創的・ 先端的な研究の推進
○多様な活動を通じ た社会の発展への寄与

学校教育法改正 関連施策の推進

大学に期待される役割・ 機能を十分に果たすために、 教育研究の質の向上を図り つつ、 各大学の自主的な判断により 、
それぞれの特色や個性を明確化することで、 我が国の大学が多様化し、 機能別に分化していく ことを目指す。

（ １ ） 世界的な教育研究拠点の形成 －世界的に魅力ある大学院の構築、 信頼される学部教育の実現－

（ ２ ） 大学の国際化の推進 －海外の有力大学等との連携強化、 留学生・ 教員交流の充実－

（ ３ ） 地域振興の核と なる大学システムの構築 －地域貢献、 地域のニーズに対応した人材育成－

（ ４ ） イノ ベーショ ン（ 単なる科学技術ではなく 合理的な思考力等を含む） の源泉と なる学術研究の推進

－競争的資金の拡充と審査・ 評価の充実、 民間等からの奨学寄附金拡大、 施設・ 設備の充実、 若手研究者支援－

具体的な重点 －大学改革戦略－

大学の多様化・機能別分化の促進大学の多様化・機能別分化の促進

現在、中央教育審議会大学分科会において、中長期的な大学教育の在り方について検討中であり、機能別分化の在り方については、大
学を取り巻く今日的な状況等も踏まえて、引き続き研究することとされている。
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諸外国における戦略的なキャンパス整備の状況

フランス オペレーションキャンパスプロジェクト ドイツ 大学近代化プログラム（ノルトライン=ヴェストファーレン州

スペイン 卓越した国際キャンパス計画 ９８５プロジェクト、１１１プロジェクト

●「９８５プロジェクト」 1998年開始
・世界レベルの大学建設のための重点政策。

・江沢民の提言「中国は世界最新レベルの一流大学を持つべき」
を受け、世界一流の大学とハイレベルの大学を目指す一部の大
学を重点支援。

●「１１１プロジェクト」 2006年開始
（大学学科イノベーションインテリジェンス導入プロジェクト）

・大学でのハイレベルな研究拠点形成を目指した施策。
・「世界のトップ100の大学・研究機関から、1000人以上の科学者
を招き国内の優秀な研究者との合同研究チームを結成し、中国
全土に約100ヶ所のチーム設立を目指す。

・1校あたり5年間に亘り180万元／年が配分され、人件費や
共同研究費のほかイノベーション基地建設にも使用可能。

＜背景＞
・1960～70年代に大学施設の建築ブーム
→現在、多くの施設で改築・改修の必要性

・ドイツ基本法改正→高等教育に係る権限が連邦政府から州政府に
委譲

●「大学近代化プログラム」の策定（2008年12月）
・大学学長、州建築不動産センター代表、州イノベーション科学技術
研究大臣、財務大臣が署名

・州内３３大学の近代化を図るため、2020年までに約80億ユーロ
（約１兆600億円）を投資。

・第１期（2009～2015年）に50億ユーロ（約6600億円）を支出予定

・大学の「大学立地開発プラン」の
実現経費（20億ユーロ）

・大学病院の整備（15億ユーロ）
・大学の定期的修繕（15億ユーロ）

中 国

建設費の一年あたり平均支出額

426.2

661.1

886.7

0

200

400

600

800

1000

2002-2005 2006-2009 2010-2015

●2008年、サルコジ大統領の強い意向を受けた政策で高等教育
及び研究の充実を目指した政府の重点政策の一つ。

目的：大学キャンパスを刷新し学生の生活の場、地域社会の交流
の場として活力と魅力あふれるキャンパス、先端技術に対応した
キャンパスを築くことによって、国内外の優秀な人材を惹きつけ大
学を活性化し、優れた教育・研究により世界最高レベルに引き上
げる

１０プロジェクトを選定し総額50億ユーロ（約8000億円）を重点支

援。

提案の条件

①イノベーションを進める野心的な計画
②フランスの経済システムを向上させる計画
③グローバルでスケールの大きな計画
④環境を重視した持続可能な計画
⑤ｷｬﾝﾊﾟｽ整備に企業・自治体の資金が入る財源が多様な計画
⑥すべてのレベルにおいて模範的な計画

建設費の平均支出額を拡充→

●国際競争を勝ち抜くため、「卓越した国際キャンパス」計画を創設。

・補助金6400万ﾕｰﾛ（約84億円）、借入金１億5000万ﾕｰﾛ（198
億円）

目的：①国際的な視点と威信をもった競争力のあるキャンパスの増
加

②よい学生・教授・研究者の戦略的な集中
③大学キャンパスの改良を通した大学システムの育成・強化

選定例：「バルセロナ・ナレッジ・キャンパス」 2,100万ユーロ（約28億
円）

「カンタブリア国際キャンパス」 760万ユーロ（約10億円）
など

※選定に当たっては、

国際的に卓越したプログラム

※１ユーロ＝160円（当時）で換算

※すべて１ユーロ＝132円で換算

※すべて１ユーロ＝132円で換算
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